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各都道府県消防主管部局長 殿 

 

 

消防庁国民保護・防災部地域防災室長    

（  公  印  省  略  ）     

 

 

消防団の訓練に起因し他人に損害を加えた場合に関する国家賠償法に 

基づく対応について 

 

平素より、消防防災行政の推進に格別の御高配を賜り厚く御礼申し上げます。 

さて、参議院議長に提出された質問主意書において、消防団員が訓練中に破損した

近隣施設等について、消防団員が自費で補償している場合がある旨、指摘がありまし

た。 

消防団の訓練に起因し他人に損害を加えた場合につきましては、消防団員が個人で

負担することなく、国家賠償法（昭和 22 年法律第 125 号）第１条第１項に基づき適

切に対応いただくよう、貴都道府県内の市町村に対して、消防団を含めた周知の徹底

を図るとともに、適切に助言されるようお願いいたします。 

併せて、別添のとおり、質問主意書に対する答弁書を本年３月 31 日の閣議におい

て決定しており、御参考までに送付しますので、御承知おきいただきますよう宜しく

お願いいたします。 

なお、この通知は、消防組織法（昭和 22年法律第 226号）第 37条の規定に基づく

助言として発出するものであることを申し添えます。 

 

 

 

 

 

 

【連絡先】 

消防庁国民保護・防災部地域防災室 

  加藤課長補佐、伊藤係長、岩熊事務官 

電 話：03-5253-7561 

メール：syobodan@ml.soumu.go.jp 



参照条文 

 

国家賠償法（昭和二十二年法律第百二十五号） 抄 

 

第一条 国又は公共団体の公権力の行使に当る公務員が、その職務を行うについて、

故意又は過失によつて違法に他人に損害を加えたときは、国又は公共団体が、これ

を賠償する責に任ずる。 

○２ 前項の場合において、公務員に故意又は重大な過失があつたときは、国又は公

共団体は、その公務員に対して求償権を有する。 

 



013768
テキストボックス
別　添







参
議
院
議
員
塩
村
あ
や
か
君
提
出
消
防
団
の
訓
練
に
起
因
す
る
破
損
に
対
す
る
補
償
に
関
す
る
質
問
に
対
す
る
答
弁
書

一
か
ら
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ま
で
に
つ
い
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消
防
組
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消
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す
る
こ
と
と
さ
れ
て
お
り
、
御
指
摘
の
「
消
防
団
員
が
訓
練

中
に
近
隣
施
設
や
家
屋
、
所
有
物
・
・
・
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損
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設
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損
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ま
た
、
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員
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設
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損
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た
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近

隣
施
設
等
の
所
有
者
」
へ
の
対
応
を
行
う
必
要
は
な
い
と
考
え
て
お
り
、
政
府
と
し
て
、
「
消
防
団
員
が
自
費
で
補
償
す
る

必
要
が
な
い
制
度
を
創
設
す
る
」
こ
と
や
「
地
方
自
治
体
へ
そ
の
よ
う
な
制
度
の
創
設
を
促
す
」
こ
と
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時
点
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。




